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健 康 福 祉 委 員 会 資 料 

令和元年８月２７・２８日 

健康生きがい部介護保険課 

 

第７期介護保険事業計画に記載した「自立支援、介護予防又は重度化防止及び 

介護給付の適正化に関する取組と目標」の報告等について 

 

  区市町村は、介護保険法第 117 条により、厚生労働大臣が定める介護保険事業に係る保

険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（基本指針）に即して、３年を一期とす

る介護保険事業計画（以下「計画」という。）を定めることとされている。 

  そして、同法改正により、第７期計画（平成 30 年度～令和２年度）から新たに、計画の

基本的（必須）記載事項の一つとして、被保険者の地域における自立した日常生活の支援、

要介護状態等の予防又は軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等の適正化への取組と目標

（設定）を記載することが示された（同条第２項）。また、計画に定めた取組と目標につい

ての自己評価を行い、その結果を都道府県知事へ報告するとともに、公表に努めることとさ

れた（同条第８項）。 

 

１ 取組と目標とその自己評価結果の報告について 

  計画に記載した取組と目標について、令和元年５月に各所管において自己評価を行い、う

ち以下⑴～⑶の３つについて東京都へ報告した。なお、３つを含めた全ての事業の自己評価

結果について、介護保険事業計画委員会に報告するとともに、板橋区公式ホームページにて

公表する予定である。 

 

⑴  ひとり暮らし高齢者への見守り体制の拡充及び社会参加の促進 

具体的取組：住民運営による通いの場の立ち上げ・継続支援 

目標の内容：「高齢者の暮らしと拡げる 10 の筋力トレーニング(※)」を行う、住民運営

グループの地域展開を目指し、介護予防と閉じこもり予防を推進する。 

※群馬大学が開発した介護予防の効果が実証されている筋力トレーニング 

➢目標と実績 

➢グループ立ち上げ等の支援事業 

➢自己評価（「◎達成できた、〇概ね達成できた、△達成はやや不十分、✕全く達成できなかった」） 

 【◎】１年目で立ち上げグループ数の目標の６割達成できたため。 

年度 

目標 

目 標 値 実 績 値 

平成３０年度～令和２年度 平成３０年度 令和元年度 令和 2年度 

立ち上げグループ数 60 グループの立ち上げ 36 グループ   

通いの場への参加者数 900 人の参加 666 人   

  事業 

 

 

実績 

動 機 づ け 支 援  立ち上げ支援 継 続 支 援 

10 の筋トレ 

体験講座 

10 の筋トレ 

出前説明会 

10 の筋トレ 
グループへの 
リハ職派遣 

地区合同筋トレ 

体力測定 

運動講習 

区合同筋トレ 

地域リハビリ
テーション 
介護予防推進

連絡会 

実施回数 12 回 51 回 92 回 12 回 1 回 1 回 

参加人数 404 人 944 人 1,195 人 423 人 105 人 92 人 
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⑵  在宅療養を支援するための医療・介護関係者の連携強化 

具体的取組：地域ケア会議の充実 

取組の内容：個別事例や課題解決の検討を通した医療・介護関係者の連携強化を図るため、

板橋区全体の多職種が一同に会し、在宅療養における課題の検討や情報共有な

どを行う、在宅療養ネットワーク懇話会を開催し、地域包括支援ネットワーク

の充実に取り組む。 

➢目標と実績 

 

➢自己評価（「◎達成できた、〇概ね達成できた、△達成はやや不十分、✕全く達成できなかった」） 

【○】・平成 30 年度に、新たに１職種（リハビリテーション職）が参画し、連携の幅が広が

ったほか、グループワークを導入し、実践を踏まえた工夫が凝らされた。 

・区全体の連携のための会議体のあり方など、医療・介護連携の充実に向けての検討

及び意見交換が重ねられた。 

 

【参考】在宅療養ネットワーク懇話会の概要 

概  要 １．参加者 

・区内の医療関係者（医師・歯科医師・薬剤師・訪問看護事業所等） 

・介護事業者（居宅介護事業者・地域密着型事業者・介護保険施設 

（特別養護老人ホーム）等） 

・その他、在宅療養に関わる専門職（リハビリテーション専門職、柔

道整復師、地域包括支援センター職員等） 

２．取組内容 

各職種の取組内容の発表、グループワークによる事例検討等を通じ 

て、医療・介護の連携を進める上での課題を共有し、課題解決に向け

た議論を行うことで、ア）地域での医療・介護関係者のつながりを深

め、イ）ひいては高齢者の在宅療養における医療・介護連携を高める

ことを目指している。 

開始時期 平成２７年度から板橋区医師会と協働して開催。 

実施体制 ・参加職種で幹事団体を構成し、懇話会の内容を取りまとめる。 

令和元年度前期懇話会の幹事団体は、地域密着型事業者・介護保険

施設（特別養護老人ホーム）・地域包括支援センター。 

・事務局は、板橋区医師会及び板橋区が担当。 

発表事例（例） ＜令和元年度前期懇話会＞ 

・特別養護老人ホームでの医療的対応の現状と今後のあり方について 

・グループホームの医療連携と看取り期の対応について 

 

 

 

 

年度 

目標 

目 標 値 実 績 値 

平成３０年度～令和２年度 平成３０年度 令和元年度 令和 2 年度 

在宅療養ネットワーク懇話会 各年度 2 回の開催 ２ 回   
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⑶  認知症予防の推進及び認知症高齢者の早期把握と適時・適切な支援 

具体的取組：認知症初期集中支援事業の拡充 

目標の内容：認知症の疑いのある方に対して、適時・適切な医療や介護等を支援するため、 

全地域包括支援センターに認知症初期集中支援チーム（※）を設置する。 

※認知症初期集中支援チーム 

適切な医療や介護等につながっていない認知症の疑いのある人や認知症の人および家族に

対し、認知症の専門的な知識・技能を有する認知症サポート医と地域包括支援センターの認知

症地域支援推進員等による多職種のチームで訪問等により支援する。 
 

➢目標と実績（括弧内の数値は累計設置数を表している。） 

※ 全地域包括支援センター（19 か所）に設置後の令和２年度は、チームによる活動を継続し、

認知症の方や家族への支援にあたっていく。 
 

➢自己評価（「◎達成できた、〇概ね達成できた、△達成はやや不十分、✕全く達成できなかった」） 

【○】計画策定当初の目標は 18 チームの設置であったが、チーム編成に不可欠な認知症

サポート医の派遣元である区医師会との調整が整わず目標を 15 チームに変更し

た。その後、認知症初期集中支援事業の一層の推進に向けた調整を経て、令和元

年度に全 19 チームを設置することができた。 
 

➢参考：支援の流れ（例） 

①  認知症に関する困りごとを高齢者本人又は家族が、地域包括支援センターへ相談 

②  地域包括支援センターで適切な医療や介護等につながっていない等の課題があり、認知

症初期集中支援事業の利用対象と判断したときは、チームに引き継ぐ。 

③  初期集中支援チームはチーム員会議開催、訪問等により、本人・家族が必要とする支援

内容を検討し、医療及び介護サービスにつなぎ、その後、日常的な医療・介護支援に引き

継ぐ。 

 

年度 

目標 

目 標 値 実 績 値 

平成３０年度 令 和 元 年 度 令和 2 年度 平成３０年度 令和元年度 令和 2 年度 

認知症初期集中支援チーム設置数 ２（１５）チーム ４（１９）チーム （※） ２（１５）チーム   

３０年度実績 
チーム数 支援対象者数（実数） 訪問回数（延べ） チーム員会議数 

１５ ７０人 ２０回 ８７回 

引 

継 
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２ 第８期計画の策定について 

  第８期計画（令和３年度～令和５年度）については、老人福祉法に規定する老人福祉計画

と介護保険法に規定する介護保険事業計画を一体的に策定するため、昨年度に介護保険事業

計画委員を委嘱し、協議・検討等を行っている。今後、下記のスケジュールにより、厚生労

働省から公表される基本指針等に即した計画を策定していく。 
 

 ○今後のスケジュール（予定） 

令和元年１１月 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等の実施（※） 

令和２年３月 厚生労働省による第８期計画に関する基本的考え方の提示 

令和２年６月 第８期計画の基本方針策定・区議会報告 

令和２年８月 中間のまとめ・区議会報告 

令和２年１１月 計画素案・区議会報告・パブリックコメント募集 

令和３年２月 計画原案・区議会報告 

令和３年３月 第８期計画策定・公表 

 

※ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等の実施について 

区の高齢者や介護保険事業者の現状を多角的に把握するため、令和元年１１月（予定）

に以下のとおり３種類の調査を実施し、第８期計画策定に向けての基礎的資料とする。 
   

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

対  象  者：要介護１～５以外の高齢者 5,000 人 

主な設問項目：身体を動かすこと、食べること、毎日の生活、地域での活動、たすけあ 

い、健康に関することなど。 

(要介護状態になる前の高齢者に対する効果的な介護予防の取組みや 

支え合いの体制づくりなどを進めていく上で、地域が抱える課題を把 

握し、地域包括ケアシステムの構築に向けた基礎資料とする。） 

（２）介護保険ニーズ調査 

対   象   者：要介護１～２の高齢者   2,000 人 

          要介護３～５の高齢者   2,400 人 

主な設問項目：毎日の生活や健康に関することに加え、介護サービスの利用状況や満足 

度、介護保険施設への申込状況、家族が担っている介護に対する設問など。 

（要介護認定を受けている高齢者の生活状況や今後のサービスの利用意 

向等を把握し、区の介護保険事業、高齢者施策の在り方を検討する基礎 

資料とする。） 

（３）介護サービス事業所調査 

対   象   者：区内全介護サービス事業所 約 750 事業所 

主な設問項目：事業所の経営・人材確保の状況、運営にあたっての課題、今後の事業展 

              開に関することなど。 

（区内の介護事業所の現況を把握し、各サービスの供給量確保等に係る 

課題の整理・施策検討の基礎資料とする。） 

 


